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（特定）有明海再生機構 
 

活動名 有明海再生に向けてのカキ礁復元を軸とした活動 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 実践 

活動分野 自然保護・保全・復元 

活動の背景 

・有明海奥部佐賀県海域のカキ礁は、昭和50年当時1,085 ha（干潟面積の１割相当）という広さで分布していた

が、ノリ養殖の障害になっていたことから除去された経緯がある。 

しかしながら近年、カキ礁は、海水濾過機能、リンや CO２の固定による水質浄化機能を有するほか、複雑な構造

が生物多様性の増大などに寄与することが確認されており、国内でも三番瀬干潟などにおいては、大規模な保全活

動が実施されるなど、カキ礁復元の重要性が再認識されてきている。 

活動概要 

カキ礁の現地調査、実証実験をとおして、カキ礁の現状把握、再現方法等を探ると共に、広報活動をとおして地域

住民を巻き込んだ運動へと推進することにより、地域住民が中心となってカキ礁を復元活動をするように働きかけ

ていく。 

期待される効果（目標と将来像） 

①カキ礁調査、再現実験の目的 

カキ礁の現状を正しく理解する。カキ礁復元の方法を探る 

②広報活動の目的 

 地域住民にカキ礁の正しい知識を身につけて貰う。 

①、②を元に将来的に地域住民が中心となったカキ礁復元運動の高まりを図る。 

助成1年目の実施内容 

現地調査及びカキ礁生息生物リーフレット作成 

有明海講演会（H20.8.16 福岡市 50人） 

カキ礁の生息生物の実態調査（5ヶ所）及び一般住民を対象とした現況調査（1ヶ所） 

有明海の生き物展（H20.8.18～22 福岡市 1800人） 

初年度は、一般向けの講演会、展示会を通じ、有明海におけるカキ礁の役割、重要性について住民の理解と協力意

識を高めることを目的として活動を行い、当初の目的は達成できたものと思っている。 

調査においては地元漁業関係者の協力を仰いだが、それをきっかけに交流が始まり漁業者によるカキ礁復元の気運

を高めるきっかけになった。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

＜活動２年目＞ 

カキ礁再現実験  4月28日牡蠣ひび設置（2地点） 7月より観察開始、現在観察継続中 

有明海講演会（9月5日：熊本県立大学 130名） 佐賀県での有明海再生啓発活動（2月予定） 

 カキ礁マップ作成（現在資料収集中） 

  航空写真等データ化 

  漁業者聞き取り調査（データと実際のすりあわせ作業） 

  地図情報図入出力 

＜活動３年目＞ 

長崎県での有明海再生啓発活動 

カキ礁復元方法の情報収集、情報整理 

漁業者の取り組みやすい復元方法の選定 

作成したマップを元に、カキ礁復元に適した場所の選定 

漁業関係者へ、カキ礁復元運動参加を働きかけ、および復元に関する情報の提供をする 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

広報面では講演会、展示会とも来場者確保面では新聞、ラジオ、テレビ、関係機関、図書館など多くの市民が触

れる場所への案内などで一定の入場は確保できており、広報活動は一定の効果を発揮している。今後は直接従事

者である漁業者への広報活動に力を入れていきたい。 

調査、実験は、調査は現状把握と共に、市民と協同観察を行ったので広報面の効果があった。実験については今

年度から開始したが、復元手段の選択、規模などの面で実際に行うのは初めてなので時間がかかったのと、予算

面で復元方法選択に制限がでてしまい、従来手法の選択となった。今回の方法では、観察可能な時間が大潮の時

だけなので、観察面の問題も発生した。ただし、この方法は一般漁民が取り組みやすいため、広報と組み合わせ、

漁民が養殖としてでなく再生としてのカキ礁復元運動の活性化へつなげていきたいと思う。 

本年度より、協力漁協において独自のひび竹設置が始まったことは、働きかけの成果といえる。 

 

[反省・課題] 

我々が取り上げたテーマが機構として身の丈にあった計画であったかという点では実証実験というテーマは学術

的な面ではどうしても人手不足であり、広報面のアプローチに徹するべきであったかもしれない。ただし実証実

験が広報活動の一環と捉えれば、漁業者の協力を仰ぐことをきっかけに漁業者独自のひび竹設置が始まったこと

は一つの成果といえる。 

今後は、カキ礁に対しこれまで負の印象を持つノリ養殖者を含め、より多くの漁業者を活動にどのようにして巻

き込んでいくかという点が課題となる。 

 

[今後の展望]  

今後、カキ礁復元の為には漁業者主体の復元運動活性化が必要である。このために機構としてカキ礁復元方法

の情報収集をおこない、小規模から大規模までの規模に応じた復元方法の研究を行うと同時に、得られた情報の

漁業関係者に対するフィードバックが重要となる。 

また、復元運動の活性化の為に、有明海漁業関係者の中で最大勢力であるノリ養殖者がカキ礁の有益性を理解

する事が必要であり、この点について機構として根気強く働きかけをおこない、カキ礁復元に対する漁業者の理

解を深めたい。 

これらの活動を推進し最終的には周辺住民全体のカキ礁復元への理解を深めていくことが本当のカキ礁復元に

つながるものと考えている。 
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（特定）小笠原野生生物研究会 

 

活動名 小笠原の森林の再生 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 実践 

活動分野 自然保護、保全、復元 

活動の背景 

・第2次大戦中、軍による陣地構築で森林が破壊された。そこを中心にリュウキュウマツやモクマオウが侵入し

ている。 

・小笠原は海洋島なるがため、上記帰化樹種により在来の林相が顕しく後退している。 

・現在絶滅の危機にあるアカガシラカラスバト（天然記念物）の餌木が侵入種により減少している。 

 

活動概要 

・リュウキュウマツ、モクマオウ、ギンネム等帰化樹種の伐採駆除 

・伐採木の炭焼きによる有効利用 

・シマホルトノキ、ヒメフトモモ、キンショクダモ等の育苗、植栽 

・ 絶滅危惧種アサヒエビネ、ナガバキブシ等の育苗、植栽 

 

期待される効果（目標と将来像） 

・小笠原本来の森林の再生 

・絶滅危惧種の復元、保全 

・炭焼きによる伐採木の有効利用 

・ 植林ボランティア活動を通じて自然保護の普及 

 

助成1年目の実施内容 

・モクマオウ、リュウキュウマツ１２４本を伐採 

・伐採木を運び出し、炭焼きを実施 

・シマホルトノキ２００本、フメフトモモ４３本、キンショクダモ３８本、タコノキ１２本 

 ナガバキブシ１５本、アサヒエビネ１５株を植栽 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

実施内容 今後のスケジュール ３年目の予定 

 伐採 １６本（大径木） 
 薬剤※処理 １７０本 
 炭焼き ２回 
 育苗 ３５０本 
※ランドアップ注入による枯殺 

 伐採 １０本 
 薬剤処理 ３０本 
 炭焼き ３回 
 植栽 ３００本 

 伐採 ２０本 
 薬剤処理 １００本 
 炭焼き ３回 
 育苗 ３００本 
 植栽 ３００本 
 観察ルート整備 
 樹名板作製、取付 
 案内板作製 
 環境教育の場として村民の利用
に供する 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

 

育苗、伐採、搬出はほぼ１０月までに完了予定 

当初計画通りに進行している。 

 

 

 

[反省・課題] 

 

本年は、ランドアップによる枯殺が農水省により許可されたので、試行的に実施。 

 

 

 

[今後の展望] 

 

１１月以降、村民並びに来島者に呼び掛け、植栽ボランティアにより３００本植栽予定 

炭焼きも行う 
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自然再生を推進する市民団体連絡会 
 

活動名 第10回生物多様性条約締約国会議に向けた 森里川海の自然再生提言の策定 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 実践 

活動分野 自然保護・保全・復元 

活動の背景 

森里川海の自然再生は、森林分野では、H19「森づくりコミッション」「美しい森林」事業が始まり、H21「山村

支援センター構想」が開始された。農村里地里山分野では、H15年以降「田園自然再生活動コンクール」「田園自

然再生パイロット事業」「生物多様性基本法」「里山イニシアティブ」「戦略的アセスメント」等多様な自然再生関

連事業が開始された。河川では、多自然工法から「課題のある川の駆け込み寺制度」が生まれ、海では「海の自

然再生マニュアル」「アマモ場の再生ハンドブック」等作成され注目を集めている。 

当会構成メンバーは、上記施策の検討委員や事務局として施策の創設に向けた努力を行ってきているが、流域圏

での取り組みでは、際だったモデル事例の構築には至っていない。このため森里川海の核となるNGO が連携し森

里川海の自然再生を推進する当会を設置した。 

活動概要 

森里川海の４分野の内、再生現場が、他の分野に比較して少なかった海の再生に向けて、H20 築地フォーラム

を開催し、全国の港湾・水産業者へ「豊かな海の再生」を促すメッセージを贈った。一方、各省との対話から、

森と海が連携した東京湾での木造船づくり等の事業が具現化しつつある。（林野庁と水産庁） 

このような連携活動を促進するため「築地フォーラムⅡ」の開催と自然再生の名人を高校生が取材する自然再

生版「森の聞き書き甲子園」（連携実施）を開催し、「生物のにぎわいを創出する智恵と技術」をもった名人とそ

の手法を、H22 COP10の場で披露するため「自然再生甲子園」というしくみの試行をH21年に行う。 

期待される効果（目標と将来像） 

１．全国の森里川海の四分野に於ける自然再生名人が選定される。 

２．選定された８人の名人と高校生の出会い、及び聞き書きによる経験則の共有が図れる 

３．選定された８人の技術を、専門家が評価と紹介を行う 

４．本件技術を、議題に、森里川海四団体、及び、各省が検討会を行う中から、 

協働事業の創出できるように、検討会（ワークショップ）を行う。 

５．自然再生活動が、森里川に比較して実施されていない海の現場について、H20 年実施した海から森里川海の

連携を創出するため築地フォーラムⅡを継続開催し、海の自然再生に、高校生の視点を取り込み、漁師、漁業

協同組合を刺激し、海から上流域への自然再生の必要性を新たに遡及できる。 

６．Ｈ２２年開催されるＣＯＰ１０にて、本方式の紹介と名人、高校生、調査結果の紹介を行う。 

助成1年目の実施内容 

・10 月 25 日開催した築地市場フォーラムでは、築地市場場内で、市場関係者、卸、漁協関係者に呼びかけを行

い、自然再生フォーラムを開催した。 

・本フォーラムの実施に先駆け、関係者との協議、関係省庁との調整会議を行い、森里川海が連携した自然再生

の促進を図るための政策検討会を行った。 

・COP10 に向けた検討会議では、それぞれの施策の紹介をベースに意見交換を行い、現場での連携の仕方に関し

て検討を行った。 

・この検討の結果「生業の再生」をキーワードとして、森里川海の自然再生と生業の関係を整理し、COP10 での

提言を行うという結論に至った。 

・この実施方法は、生業の継承を「森の聞き書き甲子園」の方法で行い、高校生と森里川海の名手・名人による

発表を想定している。 

・自然再生の意義と効果については、高校生と名士名人による発表に加え、専門調査を同時に行い、意義と自然

再生の機能を補完することとした。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

４月 森里川海自然再生甲子園（準備）作業 

５月 森里川海自然再生甲子園の聞き書き取材者（高校生）募集 

８月 ①聞き書き講習会実施（東京都高尾の森）（８月11日～14日：３泊４日） 

９月 名人選定：森里川海のいのちを育む環境創造の匠を選定 

10月 ②高校生による聞き書き取材（10月～１月） 

③専門家による現地調査（10月～１月） 

11月 ④森里川海自然再生フォーラム開催 

１月 聞き書き記録提出 

専門家調査結果報告 

２月 ⑤COP10 生物多様性と自然再生検討会議 

３月 ⑥森里川海の自然再生聞き書きによる自然再生報告会 

報告書まとめ 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

・当会は、４団体が行っているそれぞれの個別の現場での取り組みに、他分野の知恵や技術、再生活動を、加え

る（つなぐ、知恵や技術を活かす、他分野の再生プロジェクトを起こす）ことで、流域圏の活動へと転換をはか

ることを目的に設置した連絡会です。 

・これまで、佐渡島においては、トキのエサ場（里）からスタートした事業が、河川（多自然化）、湖畔（アマモ

場再生）、森林整備（トキの森）へと転換しているように、森里川海を含む流域圏の再生をめざしています。同様

に、海の現場である東京湾の自然再生を、海の森という視点から森の活動として展開したり、それぞれの現場ご

との再生を多様化させています。 

 

 [反省・課題] 

しかしながら、これまでの公共事業の考え方では、流域圏が一体となった計画策定や公共工事が未だ行えていな

いために、再生の現場の同じ流域で開発が進むことが多々あります（佐渡でも）。今後は、これまでの例えば、漁

業保証による開発という考え方から、農林漁業の再生（生業の再生）を目的とし、地元の名手・名人の知恵や技

術を活かす生業の再生を、公共事業で行う仕組みを構築したいと考えています。築地では「現在の漁業・流通・

市場」を「栽培漁業・規格外魚種、雑魚の流通を含む形」への転換、水源では、「建設、土木工事を開発型から自

然再生・復元工事による農林漁業の生業再生」への転換が論点と考えています。 

 

[今後の展望] 

・COP10後に、自然再生が、森里川海の各現場で語られるように、H21年度の実施過程で拡大のためのシナリオづ

くり行いたい。 
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（特定）社叢学会 
 

活動名 市街地における社叢（歴史的緑地）管理の実態調査と管理手法の確立 

活動区分 国内の民間団体が行う国内環境保全活動 

活動形態 実践 

活動分野 自然保護・保全・復元 

活動の背景 

社叢とは信仰の対象となってきた森で、地域の自然生態を残し、絶滅が危惧される動植物が生息していることも

多い。また、多様な樹種が混在するため、人工林よりも、より多くのCO2 を吸収するというデータもある。とこ

ろが昨今、外来種の侵入による生態系の撹乱や、近隣からの苦情による無理な剪定や伐採など、存続の危機に立

たされている社叢が数多い。社叢は、特にその地域の特性を踏まえた手入れが必要であり、地域の植生を反映し

た健全で安定した社叢育成のための管理法の確立と普及が望まれていた。 

活動概要 

① 京都市に設置した管理実験区に、ナラ枯れ被害を受けにくい森づくりにむけて植栽樹木の種子の採取と植栽

を行い、経過を観察する 

② 千葉県内の社叢に管理実験区を設置し、適正な社叢の実現に向けてササ・シュロなどの有害植物を除去し、

多様性豊かな社叢づくりを開始する 

③ 名古屋市で、近隣の住民の意向を踏まえた、豊かさを楽しむと同時に環境教育の場としての社叢づくりを目

標に、地域住民とともに社叢管理に取り組む 

④ 落葉広葉樹林で構成される社叢に腐葉土化促進実験区を設置し、落葉や剪定枝のより有効な処理法を確立し

て実用に向けたマニュアルを作成し、周知する 

期待される効果（目標と将来像） 

・ ナラ枯れ被害樹木の伐採後に、立地の植生帯の特性を保持するような社叢を育成し、社叢修復モデルとして

周知するとともに、多様性の豊かな森づくりを先導する 

・ 外来種が侵入し、生物多様性が失われつつある社叢について、立地の特性に従った植栽計画を立てた上で、

種子の採取・栽培を行い多様性の復活を図る 

・ 近隣住民からの苦情を受けやすい落葉被害や虫害を軽減し、地域住民が楽しめる森であると同時に、環境教

育の場としても活用できる社叢を育成する 

・ 管理作業によって排出される枝葉･落葉等の腐葉土化と、腐葉土を社叢へ返すことによって社叢の土壌改良に

取り組む 

助成1年目の実施内容 

・ 各地の社叢管理の実態を約800社に対するアンケート調査と約20社への聞き取り調査によって把握した 

・ 植生調査方法等の実習訓練を含めた、社叢管理のための人材養成訓練を9月と11月に実施し、植物の知識を

持つ者延べ15名が、社叢特有の管理のあり方について学んだ 

・ 伏見稲荷大社(京都市)に「社叢修復実験調査区」を設置し、上記訓練を受けた6名が植生調査を行うなど、

ナラ枯れ被害木伐採後の社叢修復修復計画の作成に着手した 

・ アンケート調査等で、落葉・害虫発生など社叢への苦情が寄せられる事例が見られたが、社叢が地域住民の

憩いの場となれば、こうした苦情が減少するという観点から、城山八幡宮(名古屋市)でこうした社叢の創出

を目指し、名古屋在住の会員が現地調査を行い、ヴォランティア管理組織の結成に着手した 

・ 市街地の小規模な社叢において廃棄物として処分されている落葉や剪定枝を迅速に腐葉土化し、社叢に戻す

ことを目指し、秩父神社社叢(秩父市)に腐葉土化促進実験装置を設置して迅速な腐葉土化実験をすることと

し、研究者とともに設置準備にとりかかった 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

・ 伏見稲荷大社内実験区でナラ枯れ被害木伐採後の実生植生調査を行い、植生図・毎木調査表を作成した。今

後、これらをもとに植栽計画を立て、種子の採取と既に育成した発芽苗の植え付けを行う 

・ 城山八幡宮での植生調査を終え、今後、これに基づいた管理計画を策定する。また、地域住民に社叢管理実

験について説明し、協力を要請すると同時に、社叢にたいする地域住民の意見・要望などを聞く 

・ 関東地方の典型となる猿田神社社叢の植生調査を終え、既存の過去のデータと比較し、理想的な社叢の姿を

構築しつつある。今後は、シュロやササ・タケなどの生態系を撹乱する植物が支配する社叢を選定し、理想

を目指した管理計画を立てる 

・ 腐葉土化促進実験については、酒粕・米糠を促進物質として使用することとし、目下、実験施設の設計にか

かっている。本格的な落葉期を前に10月中には施設を設置し、落葉の蓄積を始める。以後、３～４週間に1

回をめどに経過を観察し、データを蓄積する 

・ 以上の管理実験の経過をデータとして蓄積し、より効果的で汎用性のある管理手法を確立する 

・ 管理実験の成果と確立した管理手法をまとめた報告書を作り、全国の社叢関係者(所有者や管理者)に配布す

る 

・ 来年度については、腐葉土化促進実験によって得た腐葉土を散布した際の土壌への効果を追跡する。また、

確立した管理方法の普及活動の実施する予定 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

・ これまで、社叢管理に絞ったアンケート調査はなく、社叢管理者の声を聞くことができた。この中で社叢管

理の人材・人手の不足が指摘されたが、当学会が育成した、社叢特有の問題に対する知識をもつ人材を派遣

したところ、社叢管理を任されることになり、よりよい社叢作りに具体的に踏み出すことができた 

・ 社叢見学会や社叢に関する講演会などの場で、社叢の置かれている現状と適正な管理の重要性を取り上げ、

関心を喚起したことによって、身近な地域の森の価値が認識されはじめた 

・ 樹木医や森林インストラクターなどにも社叢に興味を持つ人が増加し、社叢管理の在り方を学ぼうという希

望がでてきている。こうした要望に応え、社叢管理のための人材を育てることができた 

・ 実際の社叢で管理実験を行うことにより、より実践的な管理手法の確立をしつつある 

[反省・課題]  

・ 社叢には人工林や里山等とは異なった管理が必要であるということを、まず社叢管理者に、さらには地域住

民等に更に広範に訴えていくことが必要である 

・ 社叢に限らず森林管理の効果が目に見えるものとなるには時間がかかり、数値化することはほとんど不可能

であるのだが、一定の説得力のある基準を見出すことが困難である 

・ 社叢管理の第１歩として、まず植生調査を実施し、社叢の状況を把握することが重要であるのだが、これに

は経験と専門知識を持つ者が少なくとも３~４人は必要であることから、どの社叢でも気軽にできるものでは

ない。今後、社叢の状況をより簡便に把握できる方法を見つけ出していくことが必要である 

[今後の展望]  

・ ４カ所の社叢でそれぞれが抱える問題点の解決を目指した管理実験を進めていくのであるが、この実験経過

及び結果をできるだけ汎用性のあるものとするための方策を考察し、より多くの社叢に適応し、社叢管理の

実を上げていきたい 

社叢所有者や地域住民からの社叢管理に関する相談や、現地調査を受け入れる窓口の開設を図りたい。そのた

めには少なくとも各支部（関東・中部・福岡県）に社叢管理ができる人材と、管理作業を助けるヴォランティア

を組織する必要があると思われ、人材育成により注力していきたい 
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日本クマネットワーク 
 

活動名 人里に出没するクマ対策の普及啓発および地域支援事業 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 知識の提供・普及啓発 

活動分野 自然保護・保全・復元 

活動の背景 

2004年の北陸地域を中心とする人里へのツキノワグマ（以下クマと略）大量出没に引き続き、2006年にも全国

的にクマの大量出没が起こった。その結果、142件の人身事故が発生し、全国で4,340頭ものクマが捕殺された。

一日も早く科学的管理によって人とクマとの共存が進むことを期待したいが、その道のりは決して容易ではない。

クマの保護管理を進めるには行政的な対応は必要不可欠であるが、加えて行政対応をバックアップするような市

民・民間レベルでできる普及啓発や地域活動が重要である。 

活動概要 

そこで本事業では、人里に出没するクマ対策の普及啓発と地域活動支援を推進し、人とクマとが共存できる社

会基盤を整備することを目的に、市民・民間レベルでできる普及啓発や地域活動として、以下の４つの活動を実

施する。１）クマ対策教育キット（ベア・トランク）を活用した一般市民に対する普及啓発の実践。２）電気牧

柵、柿もぎ、薮払い、危険地域パトロールなどの地域活動の支援。３）クマによる過去の人身事故の情報収集と

とりまとめ。４）１）～３）で得られた情報の収集と一般への発信。 

 

期待される効果（目標と将来像） 

本事業により、クマに対する正しい知識が一般市民に啓発され、クマの出没を防ぐための地域活動が実践され、

いくつかのモデルケースとなり、クマによる人身事故の発生原因や背景が検証され、今後の人身事故防止に向け

た対策の根拠が得られると期待される。直接的には，人里へのクマ出没対策やクマに対する正しい理解が進み，

人とクマとの共存が図られる。今までよりクマによる人身事故の数が減り，不必要なクマの捕殺を減らすことが

できる。それにより森林生態系を支えるクマの個体数を確保することができ，健全な森林生態系を維持すること

ができる。間接的には，クマをはじめとする野生動物の保護思想が涵養され，国民全体の野生動物や自然環境に

対する理解が進み，ひいては環境保全が図られる。 

 

助成1年目の実施内容 

平成20年度の活動により、以下の結果が得られた。 

１）普及啓発の実践： クマ対策教育キットの内容の検討とキットの製作を３地域（北海道、関東、長野）で開

始し、試験的なクマ授業を小学校で1回実施した。授業ではクマの基本的生態を伝えた他、クマ遭遇時の対処法

の実演を行った。参加した児童の反応は良く、クマ出没地域ではクマ授業のニーズがあるとの感触が得られた。

今後さらに内容の充実、キット数の増加、授業実施マニュアルの製作が望まれる。２）地域活動の支援： 国内

４箇所（北海道、岩手、長野、兵庫）のモデル地域において、電気柵の設置、柿もぎ、藪払いなどを実施した。

いずれも被害対策として良好な成果を得た。今後も活動を継続し、周辺地域への普及を図る必要がある。３）人

身事故の情報収集： クマの生息する都道府県にそれぞれ担当者を置き、各地域で過去に発生した人身事故情報

の収集を行った。人身事故情報が収集できた32都道府県のうち、詳細な情報が得られている事例が300件以上存

在することが分かった。今後これらの情報を元に発生要因などの解析を進める。４）一般への情報発信： 今年

度の活動の成果をホームページ上で公開した。http://www.japanbear.org/ckk/ 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

１）教育キットを用いた一般市民への普及啓発の実践：  

 小学校，動物園などに出向いての教育キット内容評価のための授業を試行し，その結果に基づいた教育キット

の効果の検証と内容の改善（キット内容の変更追加を含む）を行う（平成21年4月～平成22年2月）。また教育

キットの一般向け貸し出しに向けた指導者向けマニュアルの製作を行う（平成21年７月～平成22年2月）。 

２）クマ対策の地域活動支援：  

 電気柵の設置と維持管理，および地域住民への設置講習と並行して，人家付近に放置されたクマの誘引物の除

去（柿もぎ）や，人家や農地周辺のクマが身を隠せる薮払いを実施する（平成21年6～11月）。さらに実施した

クマ対策の効果を検証する（平成21年11月～平成22年2月）。 

３）人身事故の情報のとりまとめ 

 これまでに収集した過去の人身事故被害情報のうち，詳細情報のある約300 件について解析を行う。その結果

に基づいて，追加して収集すべき情報を抽出し，情報を補完するとともに，報告書とりまとめに向けて，地域ご

とに掲載すべき事例の選択を行う（平成21年６月～平成22年2月）。また人身事故発生時の情報収集フォーマッ

トと人身事故防止マニュアル作成に向けたワークショップを２回開催する（平成21年６月，平成21年12月）。

４）１）～３）に関する情報の収集と一般への発信：平成21年4月～平成22年2月 

 １）～３）で得られた情報に関するホームページ，ニュースレターへコンテンツを掲載するとともに，一般市

民向けのワークショップを開催する。またクマの生態，および被害対策，人身事故防止に関する情報を収集しホーム

ページへ掲載する。 

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

１） 普及啓発事業：３地域で順調にキットの開発・製作が進んだ。教育プログラムを試験実施する地域・場所

を開拓する必要があるが、すでにネットワーク内で調整が進められており、次年度は活発な活動が期待で

きる。 

２） 地域支援事業：予定通り、４地域で事業を実施することができた。 

３） 人身事故情報：各担当者の努力により、日本国内のクマの生息が確認されている38都道府県のうち32都

道府県で人身事故情報が収集でき、このうち18都道府県で詳細な情報が得られている事例が300件以上

存在することが分かった。 

４） 情報発信：今年度は主に各事業の報告に終始する結果となった。 

[反省・課題] 

１） 普及啓発事業：平成20 年度は，事業実施地域、および担当者の決定に時間がかかった点は反省点として

上げられた。今後は担当者間の連絡を密にし，より多くの教育プログラムの実施が期待される。 

２） 地域支援事業：予算の積算見込みに反省すべき点があったため、各地域担当者からより詳細な積算をあげ

てもらった。また、平成21年度に実施した４地域に加え、新たな地域を増やすことを検討している。 

３） 人身事故情報：平成20 年度は，情報収集手順に当初見込みと異なる部分があったことに加え、地域担当

者の決定、情報収集のための項目の決定などにも時間が必要となり、各担当者の作業開始が遅れた。 

４） 情報発信：独自に様々な媒体に散在しているクマに関する情報を収集し、発信するための努力を次行って

いく必要がある。 

[今後の展望] 

  今後はこれまでに準備してきた活動内容を展開していく時期に当たる。今後多くの地域で様々な活動が展

開され，目標に向けた効果が上がっていくだろう。 
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イトウ生態保全研究ネットワーク 
 

活動名 
北海道における希少淡水魚イトウ(Hucho perryi)の適切な保全管理のためのモニタリング体制

の確立 

活動区分 国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態 調査研究 

活動分野 自然保護・保全・復元 

活動の背景 

イトウは北海道の河川生態系の食物連鎖の頂点に立つ種であり、生息環境の破壊や遊漁による捕獲、漁業によ

る混獲等により絶滅が危惧されている希少種である。しかし、一部地域における特例を除き、法に基づく保護体

制はなく、漁業上は害魚、遊漁対象種という側面もあり、様々な立場の人々が関係する本種の保全は他の希少種

と比較して、保護活動を推し進めにくい状況にある。 

活動概要 

・当会は札幌市を拠点としてイトウの保護体制確立のため、関係団体と協力して北海道全域においてイトウの産

卵床計数調査及び生息環境調査を実施する。 

・得られたデータを基に水系別産卵床数の年次推移や生息環境の変化を把握し、減少している場合の原因特定及

び解決策を提案するためのデータベースを構築する。また産卵床計数調査のモニタリングマニュアルを作成し、

初心者の調査への参加を可能にする。 

・モニタリングマニュアルを用いた産卵床計数調査の普及を図るための勉強会を実施や、 

必要に応じて関係諸機関等に調査・解析の結果を提示し、解決策を提案・実行可能な体 

制の確立を目指す。 

期待される効果（目標と将来像） 

・体系だった保護事業が実施されていないため、イトウの保護活動はその生息に危機が及ぶ開発行為等が公にな

る度に盛り上がるという状態が続いている。本事業は、そのような状況を根本的に変えるものであり、保護活動

の柱を事後対策から事前予防にシフトさせることが期待される。  

・ 現在北海道では、北海道庁主導でイトウの釣りを自粛することでイトウの保護を図ろうという政策が準備計

画されているが、これは生息数の変化やその減少が釣獲に基づくものであることを明示したわけではなく、

根本的な状況の改善につながるものではない。このような状況を打開するためにもイトウの現状および増減

の変化を正確なデータとして示す本事業によって、前向きかつ具体的な保全策が行政と民間の連携によって

始まることが期待される。 

助成1年目の実施内容 

・産卵床計数調査・河川環境調査を行った。現地調査活動は当会理事5人及び会員のべ24名及び外部協力者6名

に参加によってH20年4月～10月にかけて実施した。 

・調査終了後、収集したデータを整理、解析し各水系におけるイトウの産卵床数、産卵環境及び稚魚の生育環境

等に関する様々な情報を取りまとめてGIS を用いたデータベース化作業を行った。データの整理作業は事務局長

及びアルバイトを中心に行い、データベースの検討に際し外部学識経験者の助言を得、実際の構築は外部専門家

に作業を委託した。 

・上述の活動に基づく保全対策の検討、実施が必要であることを代表および理事がフォーラム、勉強会等の講演

を通じて普及・啓発活動を行った。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

・1 年目に引き続き産卵床計数調査・河川環境調査を実施中である。また本年はモニタリングマニュアルの作成

に重点を置くとともに3年目の活動を含めて行政機関・研究機関との連携体制の構築を検討中である。 

・3年目はモニタリングマニュアル、GISデータベース共にいったん完成させることを目標とし、調査→データ蓄

積・解析→保護対策・予防策の提示のワークフローの構築を目指す。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

・現地調査の体制、データの収集状況は今までの実績から見て比較的順調に進んでいるが、GIS データベース・

モニタリングマニュアルの作成はやや遅れがちである。 

・他方当初あまり想定していなかった社会的要請（イトウ保護の在り方）については北海道庁の政策に対して一

定以上の影響を与えることが出来たと考えられる。 

 

[反省・課題]  

・当会は調査・研究をベースにした団体であり、今回その知見の蓄積をもってイトウの保護に積極的に取り組む

事業を計画したが、専門外の作業を行うに当たり、関係諸機関の協力を取り付けるのにやや手間取っている状況

がある。保護を巡る意見の対立を超えた協力関係の構築が今後の鍵である。 

 

[今後の展望]  

・ 事業全体的としては調査研究系作業と社会連携系作業のバランスをとることが最も重要である。この両方のバラン

スが取れて初めてイトウの保護に科学的かつ定量的に取り組むことができると考えられる。 

・ 社会ニーズ面では北海道庁の上からの保護政策が行き詰まりを見せる中、現地調査に基づくボトムアップの保護政

策こそが社会ニーズに応えられると考えられるため、地域保護団体、地方自治体、北海道庁との連携体制の強化図

っていく。 
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社団法人 日本植物園協会 
 

活動名  植物園と市民の協働による絶滅危惧植物保全システムの構築 

活動区分  国内の民間団体が行う国内の環境保全のための活動 

活動形態  実践 

活動分野  自然保護・保全・復元 

活動の背景 

地球環境問題の中でも生物多様性保全は最も重要な課題の一つである。COP6で採択された世界植物保全戦略の「絶

滅危惧植物種の60％を利用可能な状態で生息域外において保全し、それらのうちの10％を種の回復・復元事業の

対象とする」ことの実現にむけ、植物園は生息域外保全の中心的役割を期待されるが、保全活動が可能な植物園

が少ないこと、地域的偏り、スタッフ不足等で目標達成は難しい。より効果的に保全を進めるにはさまざまなセ

クターとの協働が不可欠である。特に全国各地の植物の研究・保全に取り組む市民団体と植物園が連携し、継続

的に保全活動に取り組めば、保全の格段の推進を図ることができる。 

 

 

活動概要 

日本全国の植物研究・保全団体へのアンケート調査や定期広報物・報告書の発行等により情報収集・情報交換を

行ってネットワーク化を推進しながら、保全拠点となる植物園を中心に、各地域の植物園と市民団体が連携して

絶滅危惧種の種子等収集を中心とした植物多様性保全活動を推進する。活動参加者には適切な保全の手法・技術

の周知と標準化を目的とした研修・意見交換等を開催、また、一般市民を対象に絶滅危惧植物や生物多様性保全

に関する普及啓発を継続して行うと同時に、活動参加の機会を設ける。 

 

 

期待される効果（目標と将来像） 

１：全国に連絡関係をもつ植物園と市民団体とのネットワーク化により、地域性やお互いの長所を活かしながら

保全活動が効果的に行われる。 

２：個人・単独では活動が難しい市民（団体）が、植物園と協働して行う活動に参加することで活動機会が増加

し、市民の保全に対する関心や熱意が高まる。 

３：適切な保全の手法・技術の周知と標準化は、市民が自主的に保全活動に取り組む基盤となる。 

４：55％の日本産絶滅危惧植物について生息域外保全が行われ、世界的な目標値に近づく。 

５：生息地の詳細情報を備えた絶滅危惧種が保全され、自生地破壊が起きたとき野生復帰も検討できる。 

６：国内の植物園が協力して保全活動を行う体制をもつ国はほとんどなく、世界的に先駆的な例となる。 

 

助成1年目の実施内容 

 絶滅危惧植物保全システム構築に向け、①植物園が保有する植物詳細調査、②保全団体等の情報収集、③種子

等収集、④研修会・講演会等、⑤企画展等による普及啓発を行った。 

①植物園を対象に保有する絶滅危惧植物種（対象種1,690種）の調査を行い、活動の基本資料とした。 

②ネットワーク構築に向けて各植物園に全国の保全団体等の情報提供を依頼し、情報を得られた団体に植物園と

の協働活動についてアンケート調査を行った。 

③種子等収集活動を大阪・四国・熊本で行った。地域の担当園と市民団体で対象種を決めて収集活動を進め、収

集した種子等の一部は種苗交換を行って保存の際の危険分散を図った 

④富山、東京、熊本、大阪で植物保全の現状や保全技術を伝える市民向けの講演・研修を行った。内容は、活動

報告、生物多様性の保全全般、保全技術を知らせるものなど、各地域で協力団体と協議して決めた。 

⑤新潟、大阪、熊本で、それぞれの地域の植物保全に関するパネル展示・写真展を行った。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

《調査と対象種決定》 

保有植物状況詳細調査による、21年度優先保全対象種の決定【5～6月】と報告書作成【12月】 

21年度活動実績をふまえた、22年度優先保全対象種の検討【22年2～3月】 

《ネットワーク推進》 

地域ごとの植物園と協働団体との連絡会議、研修会等【7月～22年2月に3地域で実施】 

植物研究・保全団体への参加呼びかけと情報発信等（HP利用・定期広報物発行）【6月～22年3月】 

《生息域外保全》 

各地の植物園と市民の協働による絶滅危惧種の種子等収集と生息域外での育成保全【4月～22年1月】 

危険分散のための種苗の交換【22年1～2月】 

21年度の重点地区（九州南部）での絶滅危惧種種子等収集【6月～11月】 

《普及啓発等》 

全国の植物園による、植物多様性保全拠点園事業報告会の開催【5月大会総会時】 

保全の手法・技術の周知と標準化を目的とした講習・研修等【7月～22年2月までに3か所程度】 

一般市民対象の活動報告、絶滅危惧植物に関する企画展等の拡大開催【6月～22年3月に3～4か所で開催】 

《活動3年目》 

ネットワークの拡大。種子等を中心とした保全対象植物収集と保存、育成。研修会・講演会の継続実施。普及啓

発のための企画展（植物園以外含む）の拡大開催。シンポジウムやCOP10 関連行事等で、日本の植物園における

生息域外保全の現状と成果発表。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 ネットワーク構築にむけては想定外の団体との協力関係も生まれ、自主的な持ち回り会議の開催や研修や講習

等では開催した植物園と協力団体から会場・設営・人員などで積極的な協力が得られるなど格段に発展があった。

ただし、各地域の市民団体と植物園の橋渡し役としての機能は、十分とはいえない。 

 また、1 年目の種子等収集による生息域外保全活動では、当初目標の 30 種以上増加に対し、34 種の種子・57

種類の生植物の増加という結果だった。今後は今まで以上に、採集も保存も難しい植物種が対象となるため、的

確な計画と目標設定が重要になる。 

 

[反省・課題]  

 全体の運営は「植物多様性保全委員会」が行い、各地域の担当者が市民団体等と協力して活動する形態は、実

績と継続に結びついている。反面、広域で多様な活動内容に比べての運営側スタッフの不足、意思決定と事務処

理が遅れがちになる点が課題である。また、すでに次年度の予定が決定している各植物園は、新たな研修や企画

展を組み入れることが難しく、種子等の採集も天候に左右されることが多い。スケジュールの組み立て方につい

ても一考を要する。 

 

[今後の展望]  

 本活動は、国内の各地域の植物園と市民が協力して保全を行うという世界でもあまり例のない活動であり、こ

の成果には「第三次生物多様性国家戦略」が目指す絶滅危惧植物の生息域外保全への貢献も期待されている。ま

ずは「2010年目標」に向け、現在までの各地域の活動をモデルケースとして今後さらに活動地域を増加・拡大さ

せながら生息域外保全を進めるため、協力団体との信頼関係を築き、そのゆるやかなネットワークをもとに着実

な成果を出していきたい。 
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